
◎　対象法人

　①　地方公共団体が出資を行っている会社法法人

　②　地方公共団体が出えんを行っている民法法人

　　※　札幌市が筆頭出資者である法人は調査対象に含めていない。

　　※　土地開発公社については別途掲載。

１　第三セクターの概況

（１）第三セクターの数（令和４年３月３１日現在）

（２）地方公共団体の出資等の状況（令和４年３月３１日現在）

▲ 57

小計(民法法人) 64 3,069 265 ▲ 1 3,071

21

0 0

▲ 1

9

9

▲ 19

0

　　　第三セクターの数は、３０７法人（会社法法人２４３法人、民法法人６４法人）であ
　　り、前年度に比べ１法人の減少となった。
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　　　第三セクターに対する地方公共団体の出資等額は､１２１億８７百万円であり、前年度
　　に比べ５７百万円の減少となった。
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※　法人数については、地方公共団体の出資割合が25％未満であるものを含む。
　　なお、令和４年３月31日に設立した法人は調査対象とし、令和４年３月31日に解散した法人は含
　まない。
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Ⅳ 第三セクターの状況



２　第三セクターの経営状況

（１）経常損益（当期正味財産増減）の状況

（２）資産又は正味財産の状況
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　　　調査対象は、地方公共団体の出資・出えん割合が２５％以上又は出資・出えん割合が

　　２５％未満で財政的支援（貸付金、補助金等）を受けている会社法・民法法人であり、

　　該当団体は２４０法人となった。
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　　　対象法人のうち、資産等が負債を上回っている法人は、２２８法人（９５％）であ

　　り、負債が資産等を上回っている法人は、１２法人（５％）となった。
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　　　対象法人のうち、１５０法人（６２.５％）が黒字、９０法人（３７.５％）が赤字と
　　なった。
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（３）地方公共団体からの財政的支援の状況

※　対象法人数・・・令和３年度 令和２年度

○　損失保証債務残高を有する第三セクター

（単位:千円）
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　　　貸付金残高がある法人は２３法人（９.６％）であり､貸付金残高は５０億５７百万円
　　となった。
　　　補助金の交付を受けている法人は８１法人（３３.８％）であり、補助金交付額は３０
　　億３百万円となった。
　　　損失補償契約に係る債務残高がある法人は６法人（２.５％）であり、残高は１７億
　　２９百万円となった。
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※　損失補償債務残高について～金融機関等からの借入に関して、出資地方公共団体が金融機関等と締結
　　　　　　　　　　　　　　　している損失補償契約に係る残高を有する法人が対象
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